
 

 

 
平成 25 年５月 17 日 

各      位 

会 社 名 株式会社 ヤマックス 

代表者名 代表取締役社長 茂森 潔 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード５２８５） 

問合せ先 執行役員 管理本部長 長岡 純生 

電  話 ０９６－３８１－６４１１ 

 

特別損失の計上、通期業績予想と実績との差異 

および剰余金の配当に関するお知らせ 

 

当社は平成 25 年３月期決算において、下記のとおり、特別損失を計上することとなりましたのでお知

らせいたします。 

また、平成 24 年５月 11 日付｢平成 24 年３月期 決算短信｣において公表した平成 25 年３月期通期連

結業績予想と平成 24 年 10 月 26 日付「特別損失および営業外収益の計上ならびに業績予想の修正に関す

るお知らせ」にて公表した平成 25 年３月期通期個別業績予想に対し、本日公表の「平成 25 年３月期 決

算短信」の実績との差異が生じましたので下記のとおりお知らせいたします。 

加えて、平成 25 年３月 31 日を基準日とする剰余金の配当予想について、下記のとおり修正いたしま

すので、併せてお知らせいたします。 

 

１．特別損失の計上について 

   連結子会社である株式会社ミナト建材への貸付金に対し、同社の業績不振により回収可能性が

厳しくなったことから、貸倒引当金繰入額 255 百万円を特別損失として計上いたします。 

   なお、これによる連結業績への影響はありません。 

 

２．業績予想の差異について 

（１）平成 25 年３月期通期連結業績予想と実績との差異（平成 24 年４月１日～平成 25 年３月 31 日） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

１株当たり

当期純利益

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

13,200

百万円

230

百万円

100

百万円 

30 

円  銭

3.66

実  績（Ｂ） 12,682 △163 △372 △457 △55.83

増 減 額（Ｂ－Ａ） △517 △393 △472 △487  

増 減 率（％） △3.9 － － －  

（ご参考）前期実績 

（平成 24 年３月期） 
11,500 △257 △312 60 7.35

  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  （２）平成 25 年３月期通期個別業績予想と実績との差異（平成 24 年４月１日～平成 25 年３月 31 日） 

 

 
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

10,600

百万円

200

百万円 

329 

円  銭

35.73

実  績（Ｂ） 10,446 △78 △160 △17.39

増 減 額（Ｂ－Ａ） △153 △278 △489  

増 減 率（％） △1.4 － －  

（ご参考）前期実績 

（平成 24 年３月期） 
10,468 18 △696 △65.63

  

差異の理由 

  通期の連結業績予想と実績との差異につきまして、売上高においては、下期後半に公共事業の発注が

集中したため、年度内に消化しきれないまま翌期に持ち越される工事も多く、予想していた売上高を確

保することができませんでした。また、利益面においては、九州地区における土木用コンクリート製品

の売上構成において自社製品よりも粗利率の低い仕入商品の売上比率が多くを占めたことや、これに伴

う工場稼働率の低下に加え、前連結会計年度末に連結子会社となった株式会社東北ヤマックスにおける

再建初年度に係る販管費の負担もあり、売上・利益ともに前回発表の予想値を下回る結果となりました。 

  個別業績につきましては、上記理由に加え、｢１．特別損失の計上について｣の理由による特別損失の

計上などもあり、売上・利益ともに前回発表予想値を下回る結果となりました。 

   

３．剰余金の配当について 

 期末配当予想の修正の内容 

 
決定額 

直近の配当予想 

（平成 24 年５月 11 日公表）

（ご参考）前期実績 

（平成 24 年３月期） 

基準日 平成 25 年３月 31 日 同左 平成 24 年３月 31 日 

１株当たり配当金 ０円  00 銭 ５円  00 銭 ５円  00 銭

配当金の総額 － － 53 百万円

効力発生日 － － 平成 24 年６月 29 日 

配当原資 － － 利益剰余金 

 

差異の理由 

  当社は、企業体質の強化と今後の事業展開を図るための内部留保に努めながら安定的かつ継続的な配

当を維持することを基本方針としております。 

しかしながら、当事業年度の期末配当につきましては、連結子会社の吸収合併に伴う自己株式の増加

分を当期業績にて補えず、当期純損失の計上により利益剰余金が減少した結果、会社法第 461 条第２項

に規定された分配可能額がマイナスとなることから、誠に遺憾ながら当初予定しておりました１株当た

り５円の配当を無配とさせていただく予定です。 

   

以   上 


